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Ⅰ　背景
　日本社会は文化的に多様化している。アイヌに
代表される先住民族や在日コリアンのような旧植
民地出身者及びその子孫に加え、難民と移住労働
者の日本への移住や国際結婚とそれにおける出産
によって文化的に多様な日本の住民が増加してき
ている。しかし、文化的に多様な人々はどの社会
でも周縁化されやすい。日本では、国際移住者や
アイヌ民族について、全国平均より高い生活保護
受給率や低い高校・大学進学率が挙げられる。ま
た、これらの人々を取り巻く差別的な社会状況と
国内の差別禁止法の欠如について国際連合が指摘
している。
　一方、ソーシャルワーク専門職は、文化的に多
様な人々に対して倫理的責任がある。彼ら・彼女
らが抱える人権と社会正義に関する問題の解決に
向けた規定は国際的及び国内の倫理綱領などに設
けられている。また、 国際ソーシャルワーク学校
連盟と国際ソーシャルワーカー連盟が制定してい
るソーシャルワーク教育のグローバル基準の中に
は、文化的多様性に関する９基準が含まれている。
ただし、これを満たした国内基準は未だに存在し
ない。
Ⅱ　意義
　以上のように、国内のソーシャルワーカーは、
社会問題を抱えやすい文化的に多様なクライエン
トを迎える可能性が以前より高くなってきてい
る。また、周縁化された人々へのアウトリーチも
必要である。いずれの場合も、異文化間のソーシャ
ルワーク実践において、文化を尊重しながら、効
果的かつ文化的に適切に対応する倫理上の責任が
発生する。したがって、該当するグローバル基準
に沿った文化的多様性に関する国内のソーシャル
ワーク教育プログラムの開発・普及が必要である。
Ⅲ　目的
　本研究では、上記のような教育プログラムの開
発に向けて、国内で参考になるソーシャルワーク
教育の文化的多様に関するグローバル基準に沿っ
た他国の先駆的な取り組みについて基礎的な知見
を得ることを目的とした。
Ⅳ　方法
　本研究の対象国として、オーストラリアと
ニュージーランドを設定した。大学におけるソー
シャルワーク学士課程を中心に訪問調査を実施し
た。2012年２月上旬（豪）から中旬（新）までヴィ
クトリア大学、ニュー・サウス・ウェールズ大学、
マッセー大学、オークランド大学を訪ねた。グロー
バル基準に対応する各国の学校認可基準及びそれ
らに基づくカリキュラムについて資料収集、具体
的な授業内容及び教授法について関連科目の担当
教員の聞き取りを行った。研究枠組みとして、グ
ローバル基準の文化的多様性に関する以下の９項
目を採用した。全文はⅦ付録に掲載している。
基準１　 文化的多様性に関する教育経験の豊かさ
の確保
基準２　関連する教育目標の設定
基準３　関連する問題の実習内容における反映
基準４　学生の文化的な自己認識の機会の提供
基準５　 学生の文化的な感受性の向上及び知識の
増大
基準６　 固定概念（stereotype）と偏見の最小化
及び差別の実践を通じた再生産の防止
基準７　 学生の異文化間の関係構築及び処遇能力
の保障
基準８　基本的人権の学習アプローチの保障
基準９　学生の自分自身を知る機会の提供
Ⅴ　倫理的配慮
　本研究は、方法として公開されている資料の収
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集及び大学教員との聞き取りを主としており、予
想される危害あるいは不利益が生じないため、特
別な倫理的配慮の対象外である。
Ⅵ　結果
　両国とも白人優先主義の長い歴史がある。ソー
シャルワークにも大きな影響を及ぼす移民及び先
住民族に対する人種差別的な白豪主義、あるいは
白新主義の政策は、戦後段階的に緩和され、1970
年代以降多文化主義に転換した。文化的多様性へ
の対応に関しては、現在ソーシャルワーク教育で
も、ソーシャルワーク実践でも積極的に取り組ん
でいる。倫理綱領や行動規範などの実践基準、ま
た教育基準にも詳細な関連規定が存在する。学校
認可基準では、異文化間カリキュラムについて、
文化的力量（Cultural Competence）の考え方に基
づいて規定している。文化的力量とは、異文化間
場面において効果的に対応できる実践力である。
単なる知識以前に、必ず認識を基盤としており、
また専門的な技術（スキル）まで含む。それに沿っ
て、例えばオーストラリアでは、学校認可に必要
な異文化間のカリキュラム内容を以下の３領域に
分けている。
ａ）態度と価値
　倫理綱領に基づいて
ｂ）知識
 　文化及び人種理論、文化的に安全で感受的な実
践、国内の歴史的及び現代的な特定の異文化間の
課題、国際的な異文化間の課題などの領域におけ
る知識
ｃ）技術
 　価値と知識を実用する能力、全てのクライエン
トに対する文化的に安全で感受的な実践力
　上述の諸基準に基づき、各大学のソーシャル
ワーク学士カリキュラムも文化的多様性に関して
多くの内容を含む。独立した関連必須科目や複数
の選択科目の他に、幅広い研究・教育分野に文化
的変数を取り入れ、ほとんどの科目において何ら
かの配慮をしている。特に文化的認識の要素に力
を入れている。ワーカーの自分の文化に対する文
化的な自己認識（文化的アイデンティティ、価値
観、信念などの自己覚知）及び文化の異なるクラ
イエントに対する文化的な他者認識（偏見や差別
意識などの態度の自覚、クラエントの文化・価値
観・宗教の尊重）を促す教授法も普及している。
従来型の講義形式の他に、様々な自己洞察や批判
的内省を含む宿題と個別ワーク、当事者講師の招
待あるいはコミュニティの訪問・見学、イベント
への参加などの課外プログラム、ディスカッショ
ン、体験ゲームなどの参加型学習法も積極的に活
用されている。文化的知識に関しては、大学が置
かれている地域の人口構成を考慮している。文化
的技術については、ロールプレイの他に、実習
契約における関連目標の設定によって実習教育
にも含めている。そのなかで、社会正義の実現
に向けて抑圧状態を改善する反差別的実践（Anti-
Discriminatory Practice）あるいは反抑圧的実践
（Anti-Oppressive Practice）の原則が基盤となって
いる。
Ⅵ　考察
　グローバル基準における文化的多様性に関する
９項目に照合して比較検討を行ったことから、各
国のソーシャルワーク教育はどのように対応して
いるかを明らかにした。
　基準１：文化的多様性に関する教育経験の豊か
さの確保に向けて、独立した必須科目と複数の選
択科目を設置し、またほぼ全科目においてある程
度の配慮を行っている。基準２：関連する教育目
標の設定において、大学の周辺地域の文化的人口
構成及びニーズを考慮している。基準３：関連す
る問題の実習内容における反映については、実習
契約に項目を設定している。基準４：学生の文化
的な自己認識の機会の提供は、参加型学習と個別
の批判的内省・自己洞察ワークの活用によって行
われている。基準５：学生の文化的な感受性の向
上及び知識の増大については、授業内容でカバー
している。基準６：固定概念と偏見の最小化及び
差別の実践を通じた再生産の防止のためには、文
化、差別などの構築主義的な概念理解と反差別
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（抑圧）的実践原則が重視されている。基準７：
学生の異文化間の関係構築及び処遇能力の保障に
向けて、ロールプレイや実習指導で対応してい
る。基準８：基本的人権の学習アプローチの保障
として、各国の倫理綱領などの積極的活用が挙げ
られる。基準９：学生の自分自身を知る機会の提
供においては、様々なアイデンティティの交差性
（intersectionality）の考え方がベースとなっている。
Ⅵ　結論
　本研究からは、グローバル基準に合った国内の
文化的多様性に関するソーシャルワーク教育プロ
グラムの確立に向けた今後の課題を以下の８点に
整理した。
①　 基本的人権及び倫理綱領に基づく文化的多様
性に関する教育目標の設定
②　 関連する独立した科目の導入
③　 他の研究・教育分野においても文化的変数、
文化の内外的要因の考慮
④　 関連する問題について実習内容への取り入れ
⑤　 文化的な自己認識、感受性、知識、異文化間
の関係構築及び処遇能力を促す参加型学習と
批判的内省・自己洞察ワークの活用
⑥　 固定概念、偏見、差別の実践・教育を通じた
再生産・強化を防止するために、ポスト・モ
ダンのパラダイムの中で、社会的構築物とし
ての文化、抑圧などの基礎的な関連概念の捉
え方
⑦　 文化的多様性に起因する制度・構造的な外的
要因（制度的差別、抑圧）の脱構築及び内的
要因（内在かされた差別、抑圧）の脱学習に
焦点を置く反差別（抑圧）的実践の検討
⑧　 文化的多様性に関するソーシャルワークの調
査研究の促進
Ⅶ　付録
　文化的および民族の多様性ならびにジェンダー
包括性に関する基準
　文化的および民族の多様性に関して、学校は下
記に向かって目指すべきである。
１． その課程における文化的および民族の多様性
ならびにジェンダー分析を反映することに
よって、教育経験の豊かさを確保するために、
調和的・継続的努力をすること。 
２． 課程が、すべてのコース/モジュール方式へ
のメインストリーミングにより、そして/ま
たは分離したコース/モジュール方式により、
文化的および民族の多様性、ならびにジェン
ダー分析に関して明瞭に表現された目標をも
つことを保証すること。 
３． 文化的および民族の多様性、ならびにジェン
ダー分析に関する問題が、課程の実習内容に
現れていることを示すこと。 
４． ソーシャルワーク学生が自分自身の個人的及
び文化的価値、信念、伝統、偏見に関して自
己認識できるような機会を提供し、これらが
人々との関係を作る能力や多様な対象者グ
ループと作業する能力に、いかに影響を与え
ているかを自覚する機会を与えられることを
保障すること。 
５． 文化的および民族の多様性、ならびにジェン
ダー分析についての感受性を高め、知識を増
大すること。 
６． グループの固定観念と偏見1を最小にし、人
種差別主義的な行動、政策、構造がソーシャ
ルワーク実践を通して再現されないことを保
証すること。 
７． ソーシャルワーク学生が、人の文化的および
民族的信念と志向にかかわらず、尊重と尊厳
をもってすべての人との関係構築と処遇がで
きるようにすること。 
８． 国際人権宣言、国連児童の権利条約（1989）、
国連ウィーン宣言（1993）2 などの国際的協
定書に反映しているような基本的人権のアプ
ローチを、ソーシャルワーク学生が学ぶこと
を保証する。 
９． 課程は、ソーシャルワーク学生が、これから
発達する力と領域であることを認識し、個人
としても全体的な社会文化グループの一員と
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しても自分自身を知る機会を与えられるよう
保証すること。 
　１ 　文化的感受性は文化的コンピテント実践に役立つが、学
校はグループ固定観念を強化する可能性を忘れてはならな
い。したがって、学校はソーシャルワーク学生が特定の人
びとのグループについての知識をそのグループの中の個々
の人に一般化する使い方をしてはならないことを保証する
よう努めるべきである。学校はグループ内の差異と類似お
よびグループ間の差異と類似の両方に特に注目するべきで
ある。 
　２ 　そのようなアプローチは、ある種の文化的信念、価値観、
伝統が人びとの基本的人権を侵すところでは、建設的な対
決と変化を促進する。文化は社会的に作られダイナミック
であるので、脱構築と変化が必要となる。そのような建設
的対決、脱構築、変化は､波長を合わせること、文化的価
値観､信念､伝統を理解すること、そしてより広い人権問題
に対峙する文化的グループのメンバーと批判的で内省的な
対話をすることで促進される。
出典： ビシャンティ シューポール（国際ソーシャ
ルワーク学校連盟の委員長），デイヴィッ
ド　ジョーンズ（国際ソーシャルワーカー
連盟の共同委員長），岩崎浩三訳. （2004） 
ソーシャルワークの教育及び養成のための
グローバル基準. 日本ソーシャルワーカー
協会.
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